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１ 働き方改革の柱の一つである長時間労働の抑制や賃金不払残業の防止をはじめとする法定労働条件の履行確保

に係る監督指導を強化するとともに、重大又は悪質な事案に対しては、司法処分を含め厳正に対処します。 

また、この取組に当たっては、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」

の幅広い周知を図ります。 

２ 過労死等防止対策について、過労死等防止

対策推進法第７条に基づき定められた「過労

死等の防止のための対策に関する大綱」に沿

って、北海道等と連携を図りながら効果的に

推進します。 

３ 長時間労働の実態が認められるトラック運

転者、人手不足の状況にある介護労働者等に

ついて、関係機関と連携を図りつつ、効果的

に労働条件確保対策を推進します。 

４ 若者の「使い捨て」が疑われる企業等への

取組として、大学生・高校生及び学生アルバ

イトを使用する事業主を含め、労働基準関係

法令等の積極的な情報発信を行うなどにより、

労働条件の確保に向けた取組を行います。 

 

 

１ 平成２８年の労働災害による死亡者数は４年ぶりに６０人台を超え７０人台となり、死傷者数は６,０００人台半ば

で一進一退を繰り返していることから、引き続き重篤な災害をはじめとする労働災害の大幅な減少を最優先課題とし

て、建設業、食料品製造業をはじめとする製造業、林業、陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設、飲食店を中心

として対策を推進するとともに、死傷者数の４分の１を占める転倒災害に対して、効率的かつ効果的な取組を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各災防計画の最終年（第12次防は28年）の死傷者数を前災防計画の最終年の死傷者数と比較したもの。 

 

災防計画 

(計画期間) 

第7次防 

(S63-H4) 

第8次防 

(H5-H9) 

第9次防 

(H10-H14) 

第10次防 

(H15-H19) 

第11次防 

(H20-H24) 

第12次防 

(H25-H29) 

死傷者数 

 比較（※） 

▲2531 

（-18.9%） 

▲1714 

（-15.8%） 

▲1324 

（-16.9%） 

▲362 

(-4.6%) 

▲949 

(-12.7%) 

101 

(1.6%) 

 

  誰もが安心して働ける環境づくり（平成２９年度重点対策） 
北海道労働局労働基準部・労働基準監督署 

法定労働条件の確保・改善 監 督 課 

安全課・健康課 

         申告・相談件数の推移      (件) 

全産業における死傷者数の推移           （件） 
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申告件数(右目盛)



『必ずチェック最低賃金！ 

               使用者も 労働者も！』 

● 最低賃金には、精皆勤手当、通勤手当、家

族手当、臨時に支払われる賃金、１か月を超

える期間ごとに支払われる賃金、時間外等割

増賃金は算入されません。 

● 最低賃金は、パートタイマー、臨時、アル

バイトなどすべての労働者に適用されます。 

● 二つ以上の最低賃金の適用を受ける場合に 

 は、高い額の最低賃金が適用されます。 

● 派遣労働者は、派遣先の地域（産業）に適 

 用される最低賃金が適用されます。 

２ 有機溶剤等、特定化学物質等を対象に、職業性疾病予防対策等の推進を図ります。また、一定の危険有害性の

ある化学物質について、ラベル表示と安全データシート（ＳＤＳ）の入手・交付の徹底及びリスクアセスメント

の実施について指導していきます。 

３ 職場におけるストレスチェック制度を中心とす

るメンタルヘルス対策を推進し、労働者の心の健康

保持増進を図ります。本年度は、常時５０人以上の

事業場及び製造業等の業種の常時３０人以上５０人

未満の事業場において、メンタルヘルス対策に取り

組んでいる事業場の割合を８０％以上とします。 

４ 労働者が業務によって疾病を増悪させることなく

治療と職業生活の両立を図るため、「事業場におけ

る治療と職業生活の両立支援ガイドライン」の周知

や地域の関係者による連携した両立支援の取組の促

進を図ります。 

  

 

１ 労働災害による負傷及び業務上疾病等について、各種認定基準等を的確に運用し、迅速・適正な労災補償に努

めるとともに、相談者等に対しては懇切・丁寧な対応に努めます。 

２ 脳・心臓疾患及び精神障害に係る請求事案について、認定基準に基づき迅速・適正な事務処理に努めます。 

３ 石綿ばく露による石綿関連疾患について、石綿による健康被害の救済に関する法律をはじめとした補償（救済）

制度の周知を図り、迅速・適正な補償・救済に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 最低賃金の周知及び履行の確保を効果的に推進するとともに、周知に当たっては最低賃金額の市町村広報誌

への掲載率を１００％とします。 

２ 最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への各種支援策の利用促進に連携して取り組みます。 

 

 

 

 

最 低 賃 金 の 件 名 
時間額
（円） 

効力発生日 

北 海 道 最 低 賃 金 ７８６ 平成28年10月1日 

処 理 牛 乳 ・ 乳 飲 料 、 

乳 製 品 、 糖 類 製 造 業 
８３０ 平成28年12月4日 

鉄 鋼 業 ９００ 平成28年12月1日 

電子部品・デバイス・電子回路､ 

電 気 機 械 器 具  、 

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 
８２１ 平成28年12月1日 

船 舶 製 造 ･ 修 理 業  、  

船 体 ブ ロ ッ ク 製 造 業 
８２５ 平成28年12月4日 

労災補償対策の推進 

北海道の最低賃金 

労災補償課 

賃 金 室 

内容の詳細等については、北海道労働局労働基準部011－709－2311の各担当課・室（監督・安全・健康課、賃金室、労災

補償課）又は各労働基準監督署まで。北海道労働局HP (http://hokkaido-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/) 

北海道内の事業場におけるメンタルヘルス対策への取組状況 
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脳・心臓疾患に係る労災請求・決定件数の推移（件） 精神障害等に係る労災請求・決定件数の推移（件） 
石綿による肺ガン･中皮腫等に係る 

          労災請求・決定件数の推移（件） 

65.1%

46.3%

59.7%

20.4%

32.5%

34.3%

34.9%

53.7%

40.3%

79.6%

67.5%

65.7%

道内の労働者５０人以上及び３０人以上５０人未満の

主要な４業種(製造業、建設業、運輸業、社会福祉施設)

の８７００事業場の自主点検結果
している していない

取組状況（全体）（平成28年11月末現在）

ア 安全衛生委員会におけるメンタルヘルス対

策に関する審議状況

イ 事業場におけるメンタルヘルスの実態把握

状況（休業者の状況等）

ウ 心の健康づくり計画の策定状況

エ メンタルヘルス推進担当者の選任状況

オ メンタルヘルスに関する教育研修の実施状況

http://hokkaido-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

